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   職員の給与に関する条例及び職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例 

 

 （職員の給与に関する条例の一部改正） 

第１条 職員の給与に関する条例（昭和38年守口市条例第26号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 前 改 正 後 

第１条から第１８条の２まで 略 第１条から第１８条の２まで 略 

  

（期末手当） （期末手当） 

第１９条 期末手当は、６月１日及び 12月１日（以下この条

から第 19条の３までにおいてこれらの日を「基準日」とい

う。）にそれぞれ在職する職員に対して、それぞれ基準日の

属する月において市長が別に定める日（次条及び第 19条の

３においてこれらの日を「支給日」という。）に支給する。

これらの基準日前１箇月以内に退職し、若しくは地方公務

員法第 16 条第１号に該当して同法第 28 条第４項の規定に

より失職（以下本条、第 20条及び第 26条において「失職」

という。）し、又は死亡した職員（第 26 条第６項の規定の

適用を受ける職員及び市長が定める職員を除く。）について

も同様とする。 

第１９条 期末手当は、６月１日及び 12月１日（以下この条

から第 19条の３までにおいてこれらの日を「基準日」とい

う。）にそれぞれ在職する職員に対して、それぞれ基準日の

属する月において市長が別に定める日（次条及び第 19条の

３においてこれらの日を「支給日」という。）に支給する。

これらの基準日前１箇月以内に退職し、又は死亡した職員

（第 26 条第６項の規定の適用を受ける職員及び市長が定

める職員を除く。）についても同様とする。 

２及び３ 略 ２及び３ 略 

４ 第２項の期末手当基礎額は、それぞれその基準日現在（退

職し、若しくは失職し、又は死亡した職員にあつては、退

４ 第２項の期末手当基礎額は、それぞれその基準日現在（退

職し、又は死亡した職員にあつては、退職し、又は死亡し
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職し、若しくは失職し、又は死亡した日現在）において職

員が受けるべき給料及び扶養手当の月額並びにこれらに対

する地域手当の月額の合計額とする。 

た日現在）において職員が受けるべき給料及び扶養手当の

月額並びにこれらに対する地域手当の月額の合計額とす

る。 

５及び６ 略 ５及び６ 略 

  

第１９条の２ 略 第１９条の２ 略 

 (１) 略  (１) 略 

 (２) 基準日から当該基準日に対応する支給日の前日まで

の間に地方公務員法第 28 条第４項の規定により失職

した職員（同法第 16条第１号に該当して失職した職員

を除く。） 

 (２) 基準日から当該基準日に対応する支給日の前日まで

の間に地方公務員法第 28 条第４項の規定により失職

した職員 

 (３)及び(４) 略  (３)及び(４) 略 

  

第１９条の３ 略 第１９条の３ 略 

  

（勤勉手当） （勤勉手当） 

第２０条 勤勉手当は、６月１日及び 12月１日（以下この条

においてこれらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在職

する職員に対し、その者の勤務成績に応じて、それぞれ基

準日の属する月において市長が別に定める日に支給する。

これらの基準日前１箇月以内に退職し、若しくは失職し、

又は死亡した職員（市長が定める職員を除く。）についても、

第２０条 勤勉手当は、６月１日及び 12月１日（以下この条

においてこれらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在職

する職員に対し、その者の勤務成績に応じて、それぞれ基

準日の属する月において市長が別に定める日に支給する。

これらの基準日前１箇月以内に退職し、又は死亡した職員

（市長が定める職員を除く。）についても、同様とする。 
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同様とする。 

２ 略 ２ 略 

３ 前項の勤勉手当基礎額は、それぞれその基準日現在（退

職し、若しくは失職し、又は死亡した職員にあつては、退

職し、若しくは失職し、又は死亡した日現在）において職

員が受けるべき給料の月額及びこれに対する地域手当の月

額の合計額とする。 

３ 前項の勤勉手当基礎額は、それぞれその基準日現在（退

職し、又は死亡した職員にあつては、退職し、又は死亡し

た日現在）において職員が受けるべき給料の月額及びこれ

に対する地域手当の月額の合計額とする。 

４及び５ 略 ４及び５ 略 

  

第２１条から第２５条の５まで 略 第２１条から第２５条の５まで 略 

  

（休職者の給与） （休職者の給与） 

第２６条 略 第２６条 略 

２から５まで 略 ２から５まで 略 

６ 第２項又は第３項に規定する職員が当該各項に規定する

期間内で、第 19条第１項に規定する基準日前１箇月以内に

退職し、若しくは失職し、又は死亡したときは、同項の規

定による支給日に当該各項の例による額の期末手当を支給

することができる。ただし、市長が定める職員については、

この限りでない。 

６ 第２項又は第３項に規定する職員が当該各項に規定する

期間内で、第 19条第１項に規定する基準日前１箇月以内に

退職し、又は死亡したときは、同項の規定による支給日に

当該各項の例による額の期末手当を支給することができ

る。ただし、市長が定める職員については、この限りでな

い。 

７ 略 ７ 略 
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以下 略 以下 略 

 （職員の退職手当に関する条例の一部改正） 

第２条 職員の退職手当に関する条例（昭和38年守口市条例第27号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 前 改 正 後 

第１条から第１１条まで 略 第１条から第１１条まで 略 

  

（懲戒免職等処分を受けた場合等の退職手当の支給制限） （懲戒免職等処分を受けた場合等の退職手当の支給制限） 

第１２条 略 第１２条 略 

(１) 略 

(２) 地方公務員法第 28条第４項の規定による失職（同法

第 16 条第１号に該当する場合を除く。）又はこれに準

ずる退職をした者 

(１) 略 

(２) 地方公務員法第 28 条第４項の規定による失職又は

これに準ずる退職をした者 

２及び３ 略 ２及び３ 略 

  

以下 略 以下 略 

 

   附 則 

この条例は、令和元年 12月 14日から施行する。 

（議 41 （ 5）
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